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平成31年3月20日 

 

 

 

 

 

 

就業構造基本調査は、国民の就業及び不就業の実態を把握するため、昭和 31年

（1956年）から実施しており、平成 29年（2017年）就業構造基本調査は、全国の

約 52万世帯（15歳以上の世帯員約 108万人）を対象に、2017年 10月１日現在で実

施しました。 

本トピックスでは、多くの学生が学校を卒業し就職する４月の「就職時期」にち

なんで、若者の就業状況や産業、職業の動向を紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本トピックスでは、学校に在学中の者及び在学したことがない者（未就学者）を除く20～29歳の

方を「若者」としています。 

統計トピックスNo.116 

若者の就業状況 
－４月の就職時期にちなんで－ 

平成 29 年就業構造基本調査の結果から 
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１ 週間就業時間                   
 

若者（※１）のうち「正規の職員・従業員」について、週間就業時間（※２）の割合を2007

年と比べると、 

・「65時間以上」、「60～64時間」及び「49～59時間」では低下 

・「43～48時間」ではほぼ横ばい 

・「42時間以下」では上昇 

と、週間就業時間は全体的に縮小傾向といえます。（図１、表１） 

 

 

図１ 若者（※１）のうち「正規の職員・従業員」の週間就業時間別割合-2007、2017年 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 若者（※１）のうち「正規の職員・従業員」の週間就業時間別人口及び割合 

-2007、2017年 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 学校に在学中の者及び在学したことがない者（未就学者）を含んでいます。 

※２ ふだんの週間就業時間を把握するため、特定の季節だけ働く者などを除いています。 

具体的には、年間就業日数が 200日以上の者に限定しています。 

（人，％）

週間就業時間 実数 割合 実数 割合
総数 6,562,300 100.0 5,839,000 100.0
42時間以下 1,879,500 28.6 2,142,700 36.7
43～48時間 2,001,800 30.5 1,837,400 31.5
49～59時間 1,571,200 23.9 1,150,900 19.7
60～64時間 570,100 8.7 373,600 6.4
65時間以上 518,300 7.9 303,100 5.2
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２ 有業率 

若者の有業率について、男女別に1997年からの推移をみると、 

・男性はほぼ横ばいの傾向

・女性は上昇傾向にあり、2017年は2012年と比べ5.3ポイントの大幅な上昇で80％を

初めて超える

女性について、20～24歳、25～29歳の５歳階級別にみると、 

・25～29歳の女性は、この20年間で17.8ポイントの大幅な上昇

となっています。（図２） 

図２ 男女別若者の有業率-1997～2017年 

 

 

 

 

 

 

表２ 男女別20～29歳及び若者の人口、有業者数及び有業率-2017年

注）「有業者」とは、ふだん収入を得ることを目的として仕事をしており、調査日（2017 年 10 月１日）

以降もしていくことになっている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者をいいます。 

（人，％）

男女

若者（在学中及び
未就学の者を除く

20～29歳）

若者（在学中及び
未就学の者を除く

20～29歳）

若者（在学中及び
未就学の者を除く

20～29歳）

総数 12,448,600 9,825,900 9,622,200 8,605,400 77.3 87.6
男 6,367,000 4,924,200 5,043,800 4,489,600 79.2 91.2
女 6,081,600 4,901,700 4,578,400 4,115,800 75.3 84.0
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20～29歳
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３ 正規の職員・従業員の割合 
 

若者のうち「会社などの役員を除く雇用者」について、「正規の職員・従業員」の

割合をみると、男性は82.0%、女性は68.4%となっています。（図３、表３） 

 

1997年からの推移をみると、 

・男性は2012年までは低下が続いていたが、2017年では上昇に転じる 

・女性は2002年に大幅に低下、2012年までは横ばい、2017年では上昇 

となっています。（図３、表３） 

 

 

図３ 若者の雇用形態別の割合-1997～2017年 
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表３ 若者の雇用形態別会社などの役員を除く雇用者数及び割合-1997～2017年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

男 （人，％）

雇用形態 実数 割合 実数 割合 実数 割合
総数 6,965,000 100.0 6,091,700 100.0 5,171,600 100.0
正規の職員・従業員 6,351,000 91.2 5,047,000 82.9 4,086,800 79.0
非正規の職員・従業員 614,000 8.8 1,044,700 17.1 1,084,800 21.0

雇用形態 実数 割合 実数 割合
総数 4,568,000 100.0 4,337,500 100.0
正規の職員・従業員 3,556,800 77.9 3,554,800 82.0
非正規の職員・従業員 1,011,200 22.1 782,700 18.0

女 （人，％）

雇用形態 実数 割合 実数 割合 実数 割合
総数 5,736,000 100.0 5,279,500 100.0 4,695,800 100.0
正規の職員・従業員 4,351,000 75.9 3,327,100 63.0 2,878,900 61.3
非正規の職員・従業員 1,385,000 24.1 1,952,400 37.0 1,816,900 38.7

雇用形態 実数 割合 実数 割合
総数 4,170,600 100.0 4,026,900 100.0
正規の職員・従業員 2,574,800 61.7 2,755,100 68.4
非正規の職員・従業員 1,595,800 38.3 1,271,800 31.6

2017年

2002年

2002年

2012年

2012年

1997年

1997年

2007年
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４ 産業別の割合 
 

若者のうち「有業者」について、主な産業大分類別に割合をみると、男性は「製造

業」(22.7%)、女性は「医療、福祉」(24.2%)で最も高くなっています。（図４） 

 

2007年と比べると、男女ともに 

・「医療、福祉」で最も上昇（男性2.3ポイント、女性2.4ポイント） 

・「卸売業、小売業」で最も低下（男性2.5ポイント、女性2.8ポイント） 

しています。（表４-１） 

 

 

図４ 若者の主な産業別の割合-2007、2017年 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４-１ 若者の主な産業別有業者数及び割合-2007、2017年 
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女 2007年

2017年

(%)

（人，％）

産業 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合

総数 5,396,800 100.0 4,489,600 100.0 4,803,000 100.0 4,115,800 100.0
建設業 570,700 10.6 408,600 9.1 91,300 1.9 80,800 2.0
製造業 1,268,000 23.5 1,020,300 22.7 563,300 11.7 414,900 10.1
情報通信業 322,400 6.0 276,900 6.2 198,000 4.1 162,700 4.0
運輸業、郵便業 319,800 5.9 265,000 5.9 112,200 2.3 96,600 2.3
卸売業、小売業 840,800 15.6 589,600 13.1 954,700 19.9 704,100 17.1
宿泊業、
飲食サービス業

245,200 4.5 174,700 3.9 294,900 6.1 244,500 5.9

生活関連サービス
業、娯楽業

195,000 3.6 123,000 2.7 304,000 6.3 222,100 5.4

教育、学習支援業 143,600 2.7 164,400 3.7 277,600 5.8 284,300 6.9
医療、福祉 251,800 4.7 315,200 7.0 1,045,400 21.8 994,300 24.2
サービス業（他に分類
されないもの）

272,300 5.0 246,000 5.5 195,200 4.1 194,700 4.7

2007年 2017年 2007年 2017年

女男
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「医療、福祉」を産業中分類別でみると、 

・男性は「医療業」、女性は「社会保険・社会福祉・介護事業」で        

2007年と比べ最も上昇（表４-２） 

○上昇している主な産業 

・「医療業」（男性1.3ポイント） 

・「社会保険・社会福祉・介護事業」（男性0.9ポイント、女性1.8ポイント） 

○低下している主な産業 

・「卸売業」（男性1.0ポイント、女性1.2ポイント） 

・「機械器具小売業」、「その他の小売業」（ともに男性0.7ポイント） 

・「織物・衣服・身の回り品小売業」（女性0.8ポイント） 

 

 

表４-２ 若者の主な産業（中分類）別有業者数及び割合-2007、2017年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪産業分類に対応した主な例示≫ 

（卸売業、小売業） 

○卸売業 

総合商社又は衣服、食料、石油、自動車、医療品、紙製品などの卸売業 

○各種商品小売業 

百貨店、デパートメントストアなどの衣食住を一括して小売する事業所 

○織物・衣服・身の回り品小売業 

呉服、衣服、靴、かばんなどを小売する事業所 

○飲食料品小売業 

八百屋、コンビニエンスストアなどの飲食料品を小売する事業所 

○機械器具小売業 

自動車、家庭用電気機械器具やその部品を小売する事業所 

○その他の小売業 

家具、医療品、燃料、書籍、たばこなどを小売する事業所 

 

（医療、福祉） 

○医療業 

総合病院、診療所、歯科医院、指圧業、はり業、きゅう業などの医業行為を行う事業所 

○保健衛生 

保健所、健康相談施設、検疫所などのサービスを提供する事業所 

○社会保険・社会福祉・介護事業 

健康保険組合、保育所、特別養護老人ホーム、障害者支援施設などを扱う事業所  

（人，％）

実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合
卸売業、小売業 840,800 15.6 589,600 13.1 954,700 19.9 704,100 17.1
卸売業 276,200 5.1 184,100 4.1 235,400 4.9 150,600 3.7
各種商品小売業 25,900 0.5 24,200 0.5 57,900 1.2 30,600 0.7
織物・衣服・身の回り品
小売業

39,900 0.7 20,400 0.5 148,100 3.1 96,500 2.3

飲食料品小売業 148,200 2.7 130,600 2.9 192,900 4.0 161,500 3.9
機械器具小売業 161,800 3.0 104,700 2.3 64,800 1.3 52,200 1.3
その他の小売業 188,700 3.5 125,800 2.8 255,700 5.3 212,600 5.2

医療、福祉 251,800 4.7 315,200 7.0 1,045,400 21.8 994,300 24.2
医療業 123,900 2.3 163,600 3.6 632,600 13.2 559,200 13.6
保健衛生 3,900 0.1 6,600 0.1 9,900 0.2 13,500 0.3
社会保険・社会福祉・介
護事業

124,000 2.3 145,000 3.2 402,900 8.4 421,600 10.2

産業
（中分類）

男 女
2017年2007年2017年2007年
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５ 職業別の割合 
 

若者のうち「有業者」について、主な職業大分類別に割合をみると、男性は「生産工

程従事者」(21.8%)、女性は「事務従事者」(28.2%)で最も高くなっています。（図５） 

 

2007年と比べると、 

・男女ともに「専門的・技術的職業従事者」で最も上昇（男性4.4、女性4.0ポイント） 

・男性は「生産工程従事者」で最も低下（2.7ポイント） 

となっています。（表５-１） 

 

図５ 若者の主な職業別の割合-2007、2017年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-１ 若者の主な職業別有業者数及び割合-2007、2017年 

 

（人，％）

職業 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合
総数 5,396,800 100.0 4,489,600 100.0 4,803,000 100.0 4,115,800 100.0
専門的・技術的職
業従事者

780,900 14.5 848,600 18.9 1,060,600 22.1 1,073,300 26.1

事務従事者 590,100 10.9 625,100 13.9 1,448,100 30.1 1,159,100 28.2
販売従事者 786,600 14.6 562,200 12.5 760,600 15.8 583,700 14.2
サービス職業従事者 503,400 9.3 369,700 8.2 797,000 16.6 683,400 16.6
保安職業従事者 150,800 2.8 161,900 3.6 26,700 0.6 18,200 0.4
農林漁業従事者 87,700 1.6 74,000 1.6 23,500 0.5 23,200 0.6
生産工程従事者 1,322,000 24.5 976,600 21.8 385,200 8.0 311,000 7.6
輸送・機械運転従
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「専門的・技術的職業従事者」を職業中分類別にみると、 

・男性は「技術者」等、女性は「教員」等で 2007年と比べ最も上昇（表５-２） 

 

○上昇している主な職業 

・「技術者」、「保健医療従事者」（ともに男性1.6ポイント） 

・「社会福祉専門職業従事者」、「教員」（ともに女性1.2ポイント） 

○低下している主な職業 

・「機械整備・修理従事者」（男性0.9ポイント） 

 

表５-２ 若者の主な職業（中分類）別有業者数及び割合-2007、2017年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪職業分類に対応した主な例示≫ 

（専門的・技術的職業従事者） 

○技術者 

科学的・専門的知識と手段で研究開発、製品設計などに従事する者 

○保健医療従事者 

医師、薬剤師、看護師、理学療法士、栄養士などに従事する者 

○社会福祉専門職業従事者 

保育士又は福祉事務所、児童相談所などで調査や相談などに従事する者 

○教員 

学校（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、大学など）や専修学校で教育に従事する者 

 

（生産工程従事者） 

○製品製造・加工処理従事者（金属製品） 

金属製品の直接加工、または生産設備の操作に従事する者 

○製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 

化学製品、食料品、衣服などの直接加工、又は生産設備の操作に従事する者 

○機械組立従事者 

原動機、配電盤、自動車などの組立に従事する者 

○機械整備・修理従事者 

原動機、配電盤、自動車などの整備や修理に従事する者 
 
 

 

（人，％）

実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合
専門的・
技術的職業従事者

780,900 14.5 848,600 18.9 1,060,600 22.1 1,073,300 26.1

技術者 417,200 7.7 419,300 9.3 94,100 2.0 96,800 2.4
保健医療従事者 102,900 1.9 157,200 3.5 473,500 9.9 452,300 11.0
社会福祉専門職業従事者 21,600 0.4 29,400 0.7 188,700 3.9 210,200 5.1
教員 81,300 1.5 109,800 2.4 153,300 3.2 180,600 4.4

生産工程従事者 1,322,000 24.5 976,600 21.8 385,200 8.0 311,000 7.6
製品製造・加工処理従事
者（金属製品）

254,000 4.7 187,100 4.2 14,700 0.3 10,800 0.3

製品製造・加工処理従事
者（金属製品を除く）

375,000 6.9 286,500 6.4 180,500 3.8 167,200 4.1

機械組立従事者 283,300 5.2 211,900 4.7 75,200 1.6 44,600 1.1
機械整備・修理従事者 234,300 4.3 154,500 3.4 4,500 0.1 5,800 0.1

職業
（中分類）

2007年 2017年 2007年 2017年
女男
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【データの出所】 

○本トピックスでは、就業構造基本調査結果における下記の統計表のデータを     

用いています。 

 

１ 週間就業時間                           

［2007年（平成 19年） 全国編：第 26表］ 

［2017年（平成 29年） 全国編：第 28表］ 

２ 有業率 

［1997年（平成９年）  全国編：第３表］ 

［2002年（平成 14年） 全国編：第２表］ 

［2007年（平成 19年） 全国編：第２表］ 

［2012年（平成 24年） 全国編：第２表］ 

［2017年（平成 29年） 全国編：第２－１表］ 

３ 正規の職員・従業員の割合 

［1997年（平成９年）  全国編：第 69表］ 

［2002年（平成 14年） 全国編：第 10表］ 

［2007年（平成 19年） 全国編：第 10表］ 

［2012年（平成 24年） 全国編：第 12表］ 

［2017年（平成 29年） 全国編：第 12表］ 

４ 産業別の割合 

［2007年（平成 19年） 全国編：第 12表（新産業分類）］ 

［2017年（平成 29年） 全国編：第 14表］ 

５ 職業別の割合 

［2007年（平成 19年） 全国編：第 13表（新職業分類）］ 

［2017年（平成 29年） 全国編：第 15表］ 

 

 

＜内容に関する問合せ先＞ 

 

統計調査部 労働力人口統計室 審査発表第二係 

〒１６２－８６６８ 東京都新宿区若松町１９番１号 

電 話：０３－５２７３－１１９０（直通） 

Ｆ Ａ Ｘ：０３－５２７３－１１８４ 

Ｅメール：L-shinsa2@soumu.go.jp 

ホームページ 

https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2017/index.html 

「政府統計の総合窓口（e-Stat）」（https://www.e-stat.go.jp/）でも統計データ等の各種情報が御覧い

ただけます。本冊子に掲載されたデータを引用・転載する場合には、出典の表記（例：総務省統計局「平

成29年就業構造基本調査結果」）をお願いいたします。 


